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1. まえがき
第36回全国都市問題会議（昭和49年）は「都市と水J
をテーマに開催された。主催は全国市長会，東京市政調
査会，日本都市センター，高松市であり，開催地は高松
市である。同会議文献（231頁）は主報告・一般報告・
議題解説・資料で構成されてL、る。都市における水問題
の種類，規模，対策上の問題点を知るのに好都合な文献
であるから，まずこの文献をもとに問題点をさぐること
にLtニL、。
この文献にも－部のべられているが，問題の関連性を
中心に私見をのベたし、。ついで，この文献にはふれられ
ていない一一討議のワク外にあると考えられている一一
いくつかの間題について私見をのべることとしたL、。さ
らに，全国の概観と利根川の例を示したい。
2. 考えられている都市の水問題
「都市と水」 （議題解説）は 1. 水資源の保全と総合的
開発， 2.水利用の適正化と再利用， 3.河川の浄化，
4 水と都市環境の4つのサブ・テーマをあげている。
水資源の保全と総合的開発に関して，山林の乱伐，各
種の無計画な開発と水利用によって，水源の自然保全と
流水の様相のいちじるしい変化，水災害の発生を指摘
し総人口の増大，都市人仁lの急増，産業構造の急変に
ともなう都市の生活用水と工業用水の急激な需要増を指
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摘している。また，都市の発展と開発によって地下水の
汲み上げが無計画に行われ，地下水の水位の低下と，そ
れにもとづく表流水の枯渇や地盤沈下問題が各地に出現
している。かくして，水資源の保全と総合的開発の必要
が改めて問題とされる段階に立ち至っているということ
である。
水利用の適正化と再利用に関しては，まず水利用の対
象の変化をあげ，農業用水の必要量は減少したとはいえ
ないが，産業構造と人口分布がいちじるしく変化した今
日，農業用水のあり方等の再検討がのぞまれる。 しか
し自然の水資源の保全と開発が十分おこなわれたとし
ても，有限性，地域性等がからんで限界があり，水の再
利用をはかる必要があると強調している。
水の自然機能のーっとしての浄化能力の低下を回復す
るためには，有害物質の自由な排水をとめ，汚染物質を
回収してから流下させる以外にはない。都市および流域
下水道の完備は河川浄化の前提であり，排煙・排ガスに
まで強い規制を行うとともに，河川の上流において汚染
源となる農薬や鉱・工業の廃棄物に至るまで，広域的
に，あるいは全国的に，かっ抜本的に規制jを強めねばな
らなし、。また，このためには，市民自身が汚染者になる
ことのないよう教育が必要であるとといている。なお，
ついでながら，この解説は汚染物質の追放を強調してい
るが，基本的には土地利用計画の欠落にあることを指摘
しておきたし、。
水と都市環境については，水のもつ環境性に言及して
いるが，河川や水辺のもつ自然機能回復の試みは全国各
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地で事例がふえており，今後のため事例報告が必要だと
している。
主報告の「都市と水一一水の確保と再利用対策一一」
（安芸妓ー）は外国の事例，経験を紹介しているが，そ
のなかで水と人間の生活を考える場合，（1）水そのものを
対象とするもの，（2）水を媒介として利用するもの，（3）水
の位置のエネルギーを利用するもの，（4）水の脅威の4つ
をあげている。ついでながら，これらは同氏が昔からい
っていることであるが，別のし、し、方をすれば，水の資源
性，水の災害性であり，水の環境性とか水の健康性には
言及していないといえる。
主報告 「水に関する当面の課題」 （宮崎明）は1.
基本的姿勢， 2. 水問題の一般的理解として， 3. 当面
の課題にわけ，問題点を箇条書きしている。国土庁水資
源局長として水政策の責任者である宮崎の主報告は，要
約すると下記のとおりである。
(1) 水の環境性の見直しの必要
(2) 水問題には超長期的観点で取り組むこと
(3) 地域問題としての水問題には地域住民のコンセンサ
スをえて解決に当ること
(4) 日本の水資源の有限性を知ること
(5) 水資源の地域格差が大であること
(6) 永年の水利用の秩序に理解を
(7）水源地域と受益地域の利害の対立
(8) 水の貴重さに対する国民の意識の希薄さ
(9）水質との関連の重視
同地下水汲上げと地盤沈下の関連の監視。1) 水利用の合理化
同水資源開発施設の費用負担のあり方
（ゆ水資地域に対する受益地域の協力
(14) 地下水保全と合理的利用に関する法体系の整備
以上の所説を要約すると，水を利用する立場の考え方
と，水の環境的価値に注目する考え方の2つに大別でき
る。前者の考え方には，水の環境的価値一一浄化能力や
観光資源としての価値などーーに注目して，これらを利
用する考え方も含まれる。したがって，後者では，保全
ないし災害との関係に重点をおく考えを中心としている
とL、つでもよL、。
筆者はこの第36回全国都市問題会議に， 求めに応じ
て， 「都市と水をめぐる二つの論理Jという報告を提出
した。その概要は下記のとおりである。
1) 水は人間の生活，生存にとって欠かせないものであ
る。しかし一方，水の姿態の如何によって，水害や干
害などをうけ，その生活や生存をおびやかされる。水
の社会的配分の不均衡からあたらしいタイプの社会的
対立，紛争があらわれる。水の環境性に注目し，人間
優先の水行政を要請したい。
2) 水の経済性が水利用優先の考え方を導びくが，地下
水利用の例にみるように，地盤沈下，水害危険の増
大，被災，防災工事の建設といった一連のシステムに
注目すると，水の社会性に注目すべきことが明らかで
ある。水の経済性は需要が増大すれば当然たかまる
が，水の利用の結果が，水質の有害物質による汚染，
食物連鎖等による人体への悪影響，水害危険の増大等
に発展するのはさけなければならなし、。
3) 水は地球上を循環している。循環の過程で，水をめ
ぐる諸問題が発生する。自然科学の法則に支配される
とともに，人聞が関与する諸問題がある。水をめぐる
社会経済的な諸問題は，水利用のテンポ，利用量増大
のテンポ，水関係施設の建設・整備のテンポのアンバ
ランスに起因するものが多い。
水の自然的循環のなかで，降水の年変動性，季節変
動性が水不足や水過剰による問題を発生させ，人々を
死においやることもある。
水の循環のなかで，確実にふえていくのは，一度何
らかの形で人間の影響をうけた利用す’みの水て、ある。
こうした水の汚濁負荷量の増大に問題があり，水をめ
ぐる諸問題を理・工学や医学の側面からの研究ととも
に，社会科学的側面から研究することが必要で・ある。
水利用にあたって，水を利用しやすい形で，かつ安定
した供給の確保が必要である。水の開発・利用・処理
についての技術と法体系の整備が要請される。 しか
し封建時代からの水利慣行が近代化できず，また近
代化の過程で工業優先の利用体制がつくられ，水の循
環も，経済性の論理のなかで追求されすぎるきらいが
ある。これが水をめぐる新らしい社会的紛争の原因に
もなっているといえる。
水源地域と下流の利用域とではことなる経済的，社
会的意義をもっ。流域を通じての水管理の体系の整備
が望まれる。このためには，水の年々の，また季節別
の変動性に注目するとともに，水分布と人口，産業の
分布の不均衡に注目していかねばならない。
4) 水利用が工業や都市中心にうつりかわるにしたがっ
て，農村や都市の水害も変ぼうしつつある。なかで
も地盤沈下の進行，その結果としての海面以下の地
域の形成による水害ポテンシアノレの飛躍的な増大につ
いて，またこうした地域にかわって，丘陵地や台地谷
底部に人々が住みつくことによって，中小河川水害の
増大がみられる。水問題が相互に関連しながら，さま
ざまな都市の環境問題を大きくすることに注目すべき
である。
5) 水は自然科学はもとより，社会科学の法則に支配さ
れる。また地域的実在である水は地域的法則にも支配
される。都市と農村では水はことなる意義をもつこと
に注目されたい。
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水に限らず，地域的分布をもっ事象には一般的法則
性と地域法則性が作用する。当然のこととして水管理
はこの両面をふまえておこなわれるべきであり，また
地域の将来を考えておこなわれなければならなL、。
水の地域性のゆえに，水行政は国と地方自治体の協
調を不可欠とする。水の地域的分布のかたよりが，社
会経済的要因の地域的かたよりとかさなって，都市に
水問題，なかんずく水量不足と水質不良の問題が集中
している。この問題を解決する一つの方法が人口や産
業の地方分散である。水の経済性がよく知られている
今日，水利権を早々と経済優先で設定してしまうと，
地域住民との閑で水紛争が表面化する。水利権の公的
性格を強める必要がある。
以上のほか，主報告としての「都市における水計画の
あり方」 （高橋俗）が，一般的問題を提起している。高
橋は水利用の実態として，農業用水の取水量の大きいこ
と，循環していることをとりあげ，水資源開発について
は，水資源開発とダム建設の問題をとりあげるととも
に，水資源の循環性，水の再利用，下水処理水の利用，
農業用水の効率的利用をとき，海水の淡水化については
日本ではまだ先の話だとしている，都市時代と水問題に
ついて，都市における水意識に問題があると指摘し，水
意識の変革が必要だと強調している。
以上に紹介した総論的報告についで， 28の報告がなら
ぶが，それらは技術的行政的な各論的な報告である。こ
こでは紹介しなL、。
総論的報告，各論的報告を通じて，水害問題はふくま
れていない。都市の水問題が，水量と水質を中心に，部
分的に水の環境性を含めて取上げられているといえる。
水利用の論理に立った都市の水問題とその解決が関心の
焦点であるといえる。水害問題は別に論ずることして，
本稿でも都市の水利用問題を中心にのベたL、。
3. 水利用問題の焦点
水資源の量的把揮は，降水量の地域的解析からはじま
る。離島や例外的に多い尾鷲をのぞくと，全国各地の年
平均降水量は約 900～2,800mmである。しかし流域
の面積等河川の状況にちがL、があるので，流域別にみる
と，水資源量の差はさらに大きくなる。地形の性質を加
味して開発可能量を考えると，さらにばらつきがふえ
る。雪の多い地域とそうでない地域でも，また，台風や
集中豪雨による降水の季節分布を考え合せても，地域に
よってちがし、が出てくる。そのうえ，最低限安定して利
用できる渇水流量は，水田を主とするかんがし、用水とし
てほとんど利用されている。都市用水や工業用水など
は，不安定な，変動性の多い流量を貯溜して利用してき
た。しかし都市や工業などの水需要は急増しており，
ここに水利用問題の第1のポイントがある。
単位面積当り降水量は，全国平均 l,818mm／年であ
り，地域別には北陸の2,890mm／年から北海道の 1,205
mm／年までのばらつきに対して， 同じ地域区分で人口
1人当り降水量は，南関東の 892m3／年から北海道の
18, 264m3／年まで，きわめて大きなちがいがみられる。
降水量がすべて利用できるわけでもないし年次的ある
いは季節的な偏差もあり，台風や集中豪雨による短時間
に変動するという条件も加味して考えなければならな
い。そのうえ，用途別水需要は工業用水と生活用水を中
心に急激に増大している（表1）。
表 1 用途別水需要の増加（億m3／年）＊
｜総需要量生活用水工業用水農業用水
昭和33年 603.8 34.l 69. 7 500 
40年 695.2 68.3 126.9 500 
45年 793.9 95.7 174.6 523.6 
60年 1,162.9 206.5 370.8 585.6 
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この表にみるように，工業用水や生活用水の需要が昭
和45年に対して昭和60年に2倍以上に増加するとなる
と，水をめぐる環境問題や工業由来の環境問題にも注意
を払わざるをえないが，それはともかく水量不足問題は
地域にとって深刻な問題であり，またその他の地域でも
水の経済性から，分水に抵抗し，工業誘致を考えるなど
あらたな局面が出現することになる。見込まれる水量不
足は南関東で20億トン，京阪神で12億トン，北九州で4.5
億トンその他地方工業地域で合せて37.5億トンという。
何れも都市とその周辺工業地域である。 20億トン前後以
上の余裕がみこまれるのは北海道，東北，東海である。
1トン当り開発コストの点では東海は北海道，東北より
高く，地域の社会資本の蓄積の点では他の2地域をしの
いでいる。何れにしても，昭和60年で予測をしてみて
も，将来の展望は明るいとはいえず，さきに紹介したよ
うな考え方が生まれてくる。とりわけ，農業用水の見直
し，水の再利用，水意識の変革といった問題が焦点とな
ってくる。
こうした諸問題を解決する第1の方法として，降水量
のすべてを利用することはできないが，約77%の河川へ
の流出量，量にして年に約5,200億トンを，極力利用し
て利用率を高めようという考え方がとられる。河川によ
る取水の難易，効率のちがい，年によって流出量のこと
なることなどを，水需要を考え合せて，技術的に克服し
ようというものである。この考え方では，水を必要とす
る地域の将来像を考え，それに合せて技術的解決をはか
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るということになる。したがって，当然のこととして，
人口の地方分散，工業の地方分散，生活様式の変化にと
もなう生活用水の増，工業の構造的変化，農業地域の縮
少，停滞などの予測のデータの如何が問題になる。こう
した社会経済的な将来予測は計画段階では当然必要であ
るが，現実とのくいちがし、はさけがたいしこうしたく
いちがし、に技術が対応できるかどうか，また自然変動と
しての降水量の年変動を克服できるかどうかが問題にな
ってくる。
第2の方法は，水の再利用という考え方である。第1
の方法では，さまざまのリスクがともないやすいので，
確実に水源を確保できる一度つかった水を，さまざまな
形で再利用するという考え方である。循環利用とかリサ
イクリングなど，今ではかなり定着した考え方になって
いる。この考え方の一部はビノレや工場等の内部ではある
程度実施されているが，さらに広域リサイクリングシス
テムを定着させようといううごきが都市地域では強い。
しかし問題の1つとして指摘されているのは水のコスト
の問題である。東京の例でいえば，工業用水は1トン10
円程度と安く， 1トン約50円の水では，安い工業用水を
手放すはずがないであろう。工業用水の料金を高くすれ
ば，再利用水の需要もふえ，ひいては工業用水の節約が
徹底するようにもなるといわれているが，現実はまだほ
ど遠L、。しかしそれ以上に問題なのは，下水処理水には
今のところ水利権はなく，それを扱う機関の行政上の位
置づけもはっきりしないし法的な裏づけもない。ま
た，専問の技術者も不足していることなどである。
第3の方法は，農業用水の再編成といった考え方であ
る。日本の渇水流量のほとんどはすでに農業の慣行水利
権をもっており， したがってこれに手をつけずにダム建
設による水資源の開発をおこなってきた。しかしダム
建設による方法では，社会的制約からさまざまな困難が
発生しており，経済的にもコスト高となり，目玉ともい
うべき発電も火力発電に押されている。ダム建設にとも
なう水没補償についても，水役地域の人々に社会経済的
な問題をおしつけた例が多L、。こうした背景のなかで，
農業用水を見直そうという，農業以外の人たちの声がた
かまっている。しかし農業用水は面的に広域で，限られ
る期間に必要量を確保しなければならないという特色が
ある。そのため努力もつづけてきているので，こうした
点についての問題の解決をはかることが必要だといわれ
ている。
以上あげた3点は，水の経済性，社会性に関連するも
のである。さらに，これらに関連して，水意識の変革が
必要だとL、う高橋の主張が位置づけられるといえよう
し社会性については，農業用水利権にみるように，歴
史的背景が大きな意味をもち，水の歴史性といった側面
のあることを指摘しておきたい。また，水の社会性につ
いては，排水の水質といった，あるいはまた環境要素と
しての水といった環境性という問題があることに注目さ
れているし環境問題とか公害問題はこうした点に指向
して議論されているといえる。
水利用問題の第2の焦点は，水質をめぐる諸問題とい
える。これら諸問題はしばらくの間，焦点的な話題であ
ったし多くの調査研究，対策が進行中であるので，こ
こではふれないことにする。
水利用問題の第3の焦点は，第2の問題と関連する面
も多いが，水や水辺の環境に関する問題である。地方自
治体でも，河川美化運動とか，水と緑の街づくりなどと
いうキッチ・フレーズで，市民活動と関連して，さまざ
まな施策がおこなわれている。しかしこうした市民運
動の起動力となったのは，河川や水辺のとめどもない汚
染，汚濁である。こうしたよごれの一部に市民もまた間接
的に関与しているということはたしかであるが，工業や
農業起源の汚染，下水道の不備などの形で行政もまた関
与していることに注目すべきであろう。都市河川のあっ
かL、について，都市政策に哲学を欠くことが根底にある
ことも指摘しておきたし、。とはいえ，おそまきながら，
昭和40年代の後半になって，水の非経済的価値を求め
て，数多くの条例や市民憲章等が制定されてきたことは
たしかである。それらをつらぬく考え方として，歴史的
景観の保存といった考え方や，市民の空間といったこれ
までの日本にはなかった考え方のあることを指摘でき
る。今後の推移に注目したし、。
4. 歴史的地理的実在としての水文環境
水は，人類が地球上に登場する以前から，地球上を循
環していたし今後も循環しつつける。循環の強度や速
度に，人間との関係において，変動はあった。氷期やそ
れ以降の時期にその実態をみることができる。しかし，
歴史時代以降といった年代を限ってみると，人聞社会の
変化にともなう水の価値観の変化がより大きな意義をも
つことになる。とりわけ，工業化，都市化の発展ととも
に，水の経済性を中心に行政施策が進み「水と人間の対
話Jといった側面が後退していった。産業用水が法的に
保護，確保されていくなかで，生活用水や環境用水の確
保があろそかにされ，あるいはおかされてきた。このこ
とが，都市を中心として，社会的水不足としての慢性的
水不足を各地にうみだしまた住宅団地によっては，そ
の用水を地下水利用にたよって，結果として団地住民を
含む地域住民を地盤沈下の原因者に組みこんでいった。
こうした傾向は，地域住民の意識が高く，かつ日本のよ
うな人口過密な国では，もっとも好ましくない水行政と
いわねばならない。水をめぐる社会的対立・紛争をあた
らしい形でつくりだすばかりでなく，水のもつ環境性を
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紛争解決のなかでわい小化した形で処理することにもな
る。水行政を人間中心に組みたてることの必要が今日ほ
ど高い時代はなし、。水の未来を思索し，水のもつ多様な
側面に活力を与えることが必要である。
水が地理的実在であることから，水の利用にからむ地
域聞の対立・抗争がくりかえされてきた。かつては農村
での水あらそいであった程度のものから，工業地域と農
村地域，農村地域と都市地域の対立など，地域の規模が
大型化し対立の内容も多様化しつつある。上流の水源
地域と下流の利用地域間の対立は，ますます激化の傾向
にある。こうしたなかで，水の環境性がうしなわれてき
たことも否定できなし、。
水とか水文環境が歴史的実在であり，未来にむけて，
一般法則性や歴史的法則性に支配されるとともに，地域
的法則性にも支配されると要約できょう。地域的法則性
は一般的法則性や歴史的法則性を内包すべきものである
し，地域のシステムに対応して，水問題の質と量がこと
なることを指摘しておきたL、。
そこで以下に，日本全体，利根川流域を例にとって，
現状を水資源開発，とくにダム建設の変せんを中心に紹
介し，ついで、問題をあげることとしたい。新井邦夫，松
田磐余の協力によるものであることを明記しておきた
し、。
5. 日本におけるダム建設の変遷
降水現象は時間的にも空間的にも変動が激しし、。した
がって，ある降雨条件のもとで，その降雨に依存しなが
ら人間生活がいとなまれる場合，統計的には平均値より
むしろ極値や分散が問題となる。
日本では，その社会が水田耕作に基礎をおいているこ
ともあり，古くから降水の両極値（洪水量と渇水量）に
深く関心がはらわれ，それらによる被害を同時に，し、か
に軽減するかに多大の努力がはらわれてきた。原理的に
は，自然流量を時間的に完全に平滑化することができれ
ば，問題は解決する。したがって，先人達の努力は平滑
化の努力の歴史ともし、し、かえることができょう。そこ
で，平滑化の最も基本的な手段である人工貯水池の建設
の推移から，日本の水問題を簡単に整理しておくことに
したL、。問題の展開を理解するうえで意義があると考え
るからである。
モンスーンアジア特有の水田耕作は，年間のある時期
（日本では6～9月）に，多量の水を必要とするしこ
の時期に梅雨や雷雨，台風にともなう雨がみられる。
日本各地では，小河川をせきとめて造ったため池が多数
みられ，その中には完成年が確認できない程古いものも
ある。このように日本では，外来技術といわれるが，水
利用のためにダムを築造するという思想は極めて古くか
ら存在していた。しかし， 1868年，近代国家として再生
した後，河川水利用の構造が急激に変化し，それととも
にダム建設の目的も多様化した。 1878年，フランスにお
いて水力電気がはじめて工業用に使用されたとされてい
るが，日本では， 1889年，栃木県の紡績会社によって会
社の動力源として供給されたのがはじめてである。まず
1919年電気事業法が制定され，かんがし、用水だけであっ
た河川利用へ発電用水が加わったのである。
河川水は流量の変動があるため，自然、状態のままでは
安定した電力を供給できなし、。とくに，日本では豊水と
潟水の差が著しいので，大きな貯水池の構築の必要にせ
まられる。一方，連年のように大洪水が発生するわが国
では，洪水による被害をいかに軽減するかについても，
関心をはらわざるをえなし、。このようにして， 19世紀後
半に西欧で提唱されはじめた多目的ダムの思想が，わが
国にも早々と導入され， 1929年利根川水系五十里ダムが
具体化したのである。
しかしながら近代化を急速に促進しようとする政策
と，軍需産業の育成のために， 1945年第2次大戦に敗れ
るまで，ダム建設の目的の大半は，電源確保におかれて
いた。さらに，敗戦前後の数年間の空白期間をはさみ，
1945年以後も，電源確保のために多数のダムが建設され
たのである。
敗戦後数年間，日本では連年いたるところで大水害に
見舞われた。その原因については，戦争遂行によって生
じた国土の荒廃化と，記録的な豪雨との相乗効果に求め
る説と， 19世紀後半から着手されていた，河川中下流部
の連続堤を主体とする，いわゆる西欧風工事法に求める
説とがある。この原因論についての論争はいまだ結着が
つかない感があるが，河川の疎通能力を増すことだけで
洪水が解決するほど，日本の河川は単純ではなし、。ま
た，アメリカでのTv Aの成功をまのあたりにして，
1920年代後半に一部で着手された，上流に洪水調節用ダ
ムを建設する思想が再び見なおされることになった。
このようにして，新たに洪水調節の機能を備えるダム
を建設する機運が強まり， 1950年に制定された，戦前の
河水統制事業をうけつぐ国土総合開発法により，その実
行が強力に推進されるようになった。また，わが国のよ
うな水量の高度に不安定な地域では，水路式発電は安定
した電力を供給することができず，大貯水池への依存が
深まるようになった。
敗戦処理が進み，経済的にも立ちなおってくるにした
がし、，第2次，第3次産業が発展しはじめた。このこと
は，世界的傾向を見ても明らかなように，農村から都市
への人口流動をうながす現象となる。わが国では，東京
・大阪・名古屋等の大都市の人口は急激に増大していっ
た。この結果，給水人口が増すばかりでなく，公共施設
等で使用される非個人用水も増大し，上水道用水が慢性
第83～86号
地帯を，もっとも重要な地域にっくり出しているような
ものである。このような事態の進行するなかで， 1961年
新規の汲み上げを規制しあわせて代替水を確保する目
的で工業用水法が制定された。かくして，新たに，都市
用水，工業用水が河川水の新規開発に仲間入りしたので
ある。しかしほとんどの河川において，渇水量のほと
んどが，かんがし、用水のために確保されているように，
渇水量以上の水量から，これらの水をえなければなら
ず，大きな人工貯水池の建設が急がれたのである。
以上，わが国におけるダムに対する思想の変遷を略述
都市研究報告
的に不足するようになってきた。
また，工業地帯では多量の工業用水を消費するが，わ
が国では，この種の水は，容易に取水でき，廉価で良質
な地下水に依存してきた。工業の発展とともに，地下水
汲上げ量は増加し続け，ついには自然補給量を上まわる
までになり，帯水層の収縮による地盤沈下が急激に進行
した。わが国の工業地帯は，いずれも海岸地帯の沖積低
地に立地しているが，こうしたもともとの低平地で，年
間lOcmを上まわるスピードで地表が低下し，いわゆる
0 m地帯を拡大していくことは，自らの手で，水害危険
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1905 
1906 
1908 
1912 
1913 
1914 
1915 
1916 
1917 
1918 
1919 
1920 
1921 
1922 
1923 
1924 
1925 
1926 
1927 
1928 
1929 
1930 
1931 
1932 
1933 
1934 
1935 
1936 
1937 
1938 
1939 
1940 
1941 
1942 
都市における水問題
1943 1 9 2 1 
1944 5 3 1 
1945 1 2 2 敗戦
1946 
1947 1 
1948 1 1 1 
1949 2 2 。J 1 国土総合開発法制定
1950 1 河川総合開発事業の始まり
1951 3 1 1 
1952 5 3 1 4 
1953 3 8 3 
1954 3 21 1 7 
1955 3 6 6 
1956 7 7 1 9 工業用水法制定
1957 2 7 2 1 1 8 
1958 1 18 1 6 
1959 6 9 2 7 
1960 2 8 2 1 10 
1961 6 14 4 10 
1962 6 7 1 1 1 6 
1963 4 10 1 10 
1964 5 3 1 6 
1965 4 2 6 
A F量業用水 p 発電用水 W 上水道用水 F 洪水調節 I 工業用水
したが，ダム建設数を年次別に示した表2により，さら
に端的にこの聞の事情が理解されよう。本表に示された
年次以降の変化で特筆すべき点は，発電用ダムの建設が
少なくなりつつあることである。適当なダムサイトが少
なくなってきたこと，ダムの建設期間が5～10年と長期
であり，急激な電力需要増に追いつけないこと，国際社
会への復帰が石油および核エネルギーの輸入を容易にし
たこと，火力，原子力発電所の建設技術が著しく進歩
し大容量の発電所建設が容易になったこと等を理由と
して，水力発電はピーク負荷のみを担う型式にあらため
られた。 1970年現在，東京電力管内の電力需要は1500万
kWにのぼるが，このうち，水力は約1割の 150万kWに
すぎなL、。
つぎに，日本の水資源問題が集約されている2つの大
河川についてみてみよう。
第lは，全国人口の約25%, 2.500万の人口が集中す
る東京大都市圏の背後を流れる利根川である。その流域
面積は約15,800km2あり，日本最大の河川である。栗橋 LIU?」ue.雷同
地点における年平均流量は約270m3/secであるが，豊渇
水の差が著しく，河況係数は1.000をはるかに越える。
中下流部は日本最大の関東平野を貫流し，洪水や渇水の
発生の仕方等全ての面で日本を代表する河川である。
図1 利根川流路図
第2は，全国人口の約1割， 1,000万人の人口をかか A 利根大堰 B 利根川河口堰
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表3 利根川流域に建設されたダム（ダム年鑑，日本の多目的ダムによる）
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える大阪大都市圏を潤おす，流域面積約7,300km2の淀
川である。上流部に，日本最大の湖，琵琶湖（約710kmり
をかかえているため，約100となる河況係数が示すよう
に，流量の変動が日本の河川としては，まれにみるほど
小さし、。
このように，日本の最重要地域が依存している 2つの
大河川は，自然、の大貯水池が上流にあるかなし、かという
点で大きく異っており，このため，歴史的にも，淀川で
は琵琶湖の豊富な水を利用するために，いかにその湖を
コントロールするかに重点、がおかれた。一方，利根川で
は，徳川幕府がその権力の総力を結集して，流路を現在
の銚子方面へ変えたことに始まり， 1947年洪水後の改訂
改修計画までの一貫した思想をみればわかるように，東
京を洪水から護ることに最大の努力がはらわれてきたの
である。
表3に，利根川流域に建設された主要なダムの概要を
示した。 1945年以前に建設されたダムはすべて発電用
で，黒部，田代，丸沼をのぞいて，完成した貯水池は調
整池的な役割を果たす小規模なものであった。戦後のダ
ムは，洪水調整機能を有するものがほとんどであり，そ
の規模も大きく，また矢木沢，下久保，川治のように，
大量の水が都市用水として確保されている。
品木ダムはきわめて特殊な目的を有する。このダムの
設置された吾妻川は，魚族が倭息できないほど強酸性で
あり，水資源として全くかえりみられなかった。 1965年
酸害を除去し新規用水として確保するためにダムが建
設され，中和用に年間約3万トンの石灰が消費されてい
る。
図lに示すとおり，利根川では，上流の主要なダムサ
イトのほとんどすべてに，貯水容量100万以上の貯水池
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表4 淀川流域に建設されたダム（ダム年鑑，日本の多目的ダムによる）
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図2 淀川流路図
図中の番号は有効貯水容量1000×103m3以上の
貯水池の位置
A 南郷洗堰
が設置され，その数は17カ所におよぶ。
表4には，淀川流域に設置されたダムの概要を示し
た。戦前に建設されたダムは2カ所にすぎない。これ
は，さきに述べたように，流量が安定しているため，こ
の流域では水路式発電が有利だからである。しかしなが
ら， 1953年台風により，この流域に大災害がおこり，洪
水調節機能をも有するダムの必要性がさけばれ， 7カ所
設置された。これらの多くは，利根川の場合と同様，大
量の都市用水をも確保している。図2に示すように，貯
水容量100万m3以上の貯水池は9ヵ所にすぎず， L、かに
琵琶湖の調整能力に依存しているかが理解できょう。
これら2地域では，いまなお新規用水を得るために，
種々の施策が考えられている。たとえば，利根川では残
された唯一のダムサイト乙いわれている沼田ダム計画，
あるいは淀川で・はすでに実行に移ったが，琵琶湖の湖面
を現在より 5m低下させるまで新期用水として利用でき
るとする琵琶湖総合開発計画等である。しかし前者は
人口の多い地域にダムを設置しなければならないため
に，移転補償に巨額の費用を用意しなければならないこ
と，後者は湖面低下によって生ずると考えられる湖水の
汚染進行，美観の損失等の問題に対して，有効な解決手
段があるかどうか等，具体化に疑問が持たれている。
しかしながら，これら2地域では，今なお急激な人
口増加が進行しており， 1985年には東京地区で年間20億
m3，大阪地区で年間12億m3の水が不足するとし、う試算
結果も出ている。水需要量の試算にも問題があるとはい
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え，容易ならぬ事態といわなければならなし、。
今までの大夕、ム建設による自然流量の時間的平滑化が
実施されてきたとし、う歴史的経過をふまえると，今後は
流量の空間的平滑化が実施されることが予想される。い
いかえれば，隣接地域の余剰水を導入しようとする考え
である。事実，利根川や淀川では，この種の計画が机上
で着々と進められている。
確かに，工学的にはこの流域の変更は，きわめて興味
のある課題であるが，大都市の人口集中化傾向を停止さ
せない限り，今後とも永久に，日本における大都市の慢
性的水不足は解決されないであろう。
かくして，日本における水問題は，平均的に降雨に恵
まれているにもかかわらず，常に古くて新しい今日的問
題として，存続することになる。その焦点的な地域が都
市地域なのである。
次に首都圏中心にみてみよう。
6. 利根川と首都圏の水需要
利根川の源流部である越後山脈や三国山脈は， 標高
2.000mを越え， 中央日本を表日本型気候と裏日本気候
の地域に分ける背梁山脈の一部をなしている。利根川流
域は，全国的な見地からみると，表日本型気候の地域に
属し，冬は乾燥期，秋の台風季と秋森季，それに，初夏
~ 町m
J.M. A. (1971）による
図3 関東周辺地域の降水量 (lOOmm)
(1931～60年の平均）
R，：利根川， L：荒川， R3：多摩川， R4：相模川
の梅雨期が多雨季になる。また， 8月には雷雨により多
量の降水がもたらされ，とくに，上流部では，雷雨の多
い8月に月降水量の極大値があらわれる（前島1971）。
一方，中，下流部の平野では，夏の降水量が不安定で，
士壊はしばしば水分不足になる。そのため， 3年に一回
ぐらいの割合で，小規模ではあるが，干害が発生してい
る。
年降水量は中，下流郎では，一部をのぞいてl,400mm
以下である（図3）。この値は，日本の平均降小量1,800 
mmにくらべて少ない。とくに，利根川本流の中流部で
は， l,200mm以下しかなく，流域内でもっとも降水量
が少ない地域となっている。上流の山岳部では，平野部
より多く， 2,000mmを越える。流域全体の平均値は，
平野部が広いので， l,440mmにしかならない。
利根川流域における年平均総流出量は，約135億maと
推定されている（建設省河川局1960）。その内訳は， 利
根川の上流域からが約50億m3(37%），渡良瀬川流域か
らが約20億m3(15%），鬼怒川流域からが約18億m3),
霞が浦，北浦，印撫沼などの湖沼からが約14億m3(10%)
となっている。流出量の多くは，湖沼からの流出を除け
ば，台風期と梅雨期に集中する。とくに，集中豪雨など
による洪水によって流出してしまう量が多し、。利根川で
は，年一回起る程度の洪水によって， 10～15億m3ほど
が流出してしまうという。
水利用をより有効に行うため，また，流域の水害対策
のため，変動の著しい流況を平滑にする必要がある。そ
のため，利根川流域には，利水と治水を目的とした多目
的ダムが建設されてきた（前出表3）。 1950～53年にかけ
ては，五十里ダム，藤原ダム，相俣ダムが着工され，
1956～58年にかけて完成した。天然の中禅寺湖を利用し
た中禅寺ダムもこの頃建設された。ついで， 1957年から
59年にかけて，薗原ダム，川俣ダム，矢木沢ダム，下久
保ダムが着工され， 1965～68年にかけて完成した。この
他にも，いくつかのダムが現在計画されている。
1951年に制定の国土総合開発法によって利根川流域は
利根川特定地域に指定され，国土保全（治山，治水）と
資源開発（電力，農産，水産）を目的として，各種の土
木事業が行なわれた。多目的ダムの建設もその一環とし
て計画され，洪水調節，農業用水の開発ならびに発電を
目的として建設された。 1950年代の末から1960年代にか
けて，首都圏では水需要が急速に増加した。それを反映
して，矢木沢ダムや下久保ダムでは，利水目的に上水道
用水や工業用水が加えられ，都市用水の確保も重要な目
的となった。また，有効貯水容量も飛躍的に増大した。
これらのダムの建設と並行して，ダムによって調節さ
れた水などを取入れるために，堰が建設され，導水路も
敷設された。 1968年には利根大堰が完成し，毎秒137m3
の取水が可能になった。このうち， 50m3は， 1965年に
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表5 関東地方の水需要量
水需要量 I 1985年までに I1985年までに
種 ! lー←一一一一一一－I新規開発必要 ！ 
i 1970年 I 19ss年 ｜ 量 ｜ 開発可能な量
水 I 2s. 7 I 56. 1 I 27. 4 
水 I 24. o I 44. s I 20. s 
水 i 31. 7 I 30. 9 I ー 0.8
用 水
???? ???????
計！剖.4 ! 131. 5 
料｜生活用 71'I s. 3 I 12. 9 
北｜工業用水｜ 9. o I 2i. 
関 i農業用水｜ 51. 6 i 56. 6 
東｜ ｜
計 I 65. 9 : 90. s 
h. 
日 計 150.3 222.3 - 0.2 
＊ 埼玉県，千葉県，東京都，神条川県
料茨城県，栃木県，群馬県，山梨県，長野県
すでに完成していた武蔵水路によって，荒川に導入され
ている。導入された後は，下流で再び取水され，東京都
の上水道用水や埼玉県の工業用水に利用され，残りは荒
川の浄化のために流下されている。利根大堰で取水され
る水の残りは，利根川に沿って建設されている埼玉用水
路や邑楽用水路に導かれ，農業用水に利用される。ま
た， 1970年には河口から 18.5kmの地点に利根川河口堰
が建設され，毎秒 20m3の取水が可能になった。この水
は千葉県の農業用水や工業用水に利用されている。
利根川の水を有効に利用するため，以上にのべたよう
にダムや堰の建設が進められてきた。しかしながら，首
都圏での水需要は増加の一途をたどり， L、くら開発しで
も追いつけない状態にある。建設省河川局（1973）によ
る1985年における水需要の予測を表5に示した。この予
測では， 1985年の日本の総人口を12,100万人と推定し，
かつ地域的分布の割合は現状を維持すると仮定してい
る。また，製造業の出荷額は1975年の3.5倍の241兆円と
しかっ，その地域的配分では，太平洋ベルト地帯への
集中が是正されることを仮定している。
水需要量の増加は，首都圏の，いわゆる南関東で著し
い。それも農業用水ではなく，生活用水と工業用水であ
る。これだけで毎年47.1億m3の増加が見込まれてい
る。これに対して， 開発に要する単価の上限を 1m3あ
たり80円として開発可能量を求めると，年43.1億m3に
しかならないという。したがって， 1985年には，首都圏
では毎年4.0億m3の水が不足ということになる。この数
字は余り大きな数字ではないが，いろいろの問題が含ま
れている。
第1は，現在利用されている地下水を地表水に転換す
る量が含まれていないことである。 1970年には南関東で
13 
10sm3／年
1985年におけ
る過不足
47. 1 43.1 - 4.0 
+ 3.8 
表6 関東地方の水需要のうちの地下水依存量
(1970年） 10sm3／年
1生活用水｜工業用水｜農業用水l計
8. 9 I 1. 1 ! 1. s I 28. 4 
2. 9 I 5. 5 i 12. 8 i 21. 2 
計 l1. 8 I 17. 2 I 20. 6 I 49. 6 
は， 28.4億m3が毎年，地下水に依存している（表6）。
そのため，地下水位の低下や地盤沈下，塩水化が進行し
ている。建設省河川局の試算では，南関東だけでも，毎
年 15,7億m3は地下水から地表水に転換する必要がある
という。したがって，不足水量は毎年19.7億m3となる。
地下水から地表水への転換が不可能であれば，地下水位
の低下を防ぐことができない。その結果，生活用水を地
下水に頼っている地域では深刻な問題になる。地盤沈下
は継続進行しこの面からも問題が生ずることになる。
第2の問題は， 1965年以降の人口増加数は南関東では
年平均60万人に達している。一方，人口の地域的分布の
割合が現状と変わらないとすると，年平均約32万人の増
加にしかならなし、。人口増の見込みが少なすぎる。
第3は，製造業の出荷額を全国的には3.5倍になると
仮定しているが，南関東については2倍強しか見込んで
いなL、。それは，太平洋ベルト地域への集中が是正され
るとしているためである。しかしこれまで何回か，人
口と産業の地方分散が唱えられてきたが，太平洋ベルト
地域，とりわけ首都圏への人口と産業の集中が抑止され
たことはなL、。したがって，南関東での水需要はより大
きな数字になることが予想される。
関東，とりわけ南関東では，水源として頼れる河川
14 tll\dバliJf究報告白（~83～86;. 
は，利根川，荒川，相撲川，多摩川ぐらいしかなし、。こ
れらのうち，多摩川の開発はほぼ限界に達しているし
荒川，相模川にも，多くを望むことはできない。残るの
は利根川だけである。首都圏の水源としての利根川の負
担は，増加の一途をたどっている。
7. 水問題の一般的フレームー結びにかえてー
5, 6の両章で，今日的な水問題の展開と所在を具体
的に示した。水問題と不可分な水害問題は，水利用が工
業や都市中心にうつりかわるにしたがって，農村や都市
において変ぼうをとげつつある。よく知られている例
は，山間部のダム建設とその結果，上流側の谷底平野の
水聞が慢性的に湿潤化し水宮の常習地域と化したり，
下流側では取水口が水l自i上にあらわれ，取水に支障をき
たすといった例で‘ある。また，河口からの吐出土砂量の
減少による海岸浸蝕の進行などもよく知られている。
しかし何といってもli大な被’~を発生するのは，地下
水の過剰揚水により拡大深化する海l古l下の地域で、の尚NvI
水害，常習的水害の発生である。地盤沈下による海副トー
の土地の鉱大のテンホは，防潮施設の建設よりはるかに
早い。このため，多くは大被’Jfをうけではじめて防潮堤
などが建設されるが，下水道や初水機場の整備がとも必
(I然的地域、
地球
大限
阪数の河川流域
山間部
島宇
独 中流市；
の
下流；＇； 1;！｜ 
/Jk 
域
わず，豪雨による水害が発生しやすくなる。下水道や排
水機場も整備され，ゃれ一安心と思っていると，堤防の
嵩上げが未完成で，高潮が堤防の天端高の低いところか
ら浸入し防潮堤でかこまれた低地を浸水させる。処置
がおわるころには沈下のため堤防の高さが低くなり，再
び嵩上げしなければならなくなる。こんな地域が中地震
以上の地震にみまわれると，堤防が破壊され，地震水害
に発展し，人命を危険にさらすとともに，長期湛水によ
る被害が発生しやすい。
下流部の防災に力を入れている聞に，周辺の丘陵や台
地部に市街地化が進み，中小河川の水質汚濁問題や中小
河川水害問題が頻発するようになる。中小河川の河岸ま
で宅地化が進んでいると，対策もおくれ，環境的にも悪
化する。
地下水利用にともなう地下水の塩水化，地下への水の
放棄にともなう水質汚濁は各地にその例が知られてい
る。
ここにモデノレ的にのべたことは， 日本の多くの都市と
その周辺地域で発生していることである。水の問題が，
治水，利水上のさまざまな要因相互に関連しながら，さ
まざまな都市の環境問題，資源問題を大きくしているこ
とに注目したい。
問題をより一般的に考えると，環境とか資源といった
表7 水問題の一般的ソレーム
社会的地域 ｜ 間的な特色
世界 一寸－全面；－z品説）
同家群 ｜ 変動性（湿潤，乾燥）
｜司家群，国家， j也）j 【設；／く，渇水
??
?
? ??
?
????????? ?
?
?????
??
?
?
? ?
?
?
?
↓?
? ???
?
??
? ? ?
?
?
?
??
????????
???
~， 1,dflHJH，大1\1\di，段
抗日トl
時｜、水，水位低ド， Jti水
進入，流出土砂l首大，
泌I；~： （・受食のF明大
社会的な特色
農牧林業への影響，水害，豪
雪，干害，飢僅
農牧林業への影響，水害，豪
雪，干害，飢鋒
水宍，豪雪害，干害，運河，
i可道つけかえ
水 水害，豪雪害，干害，ダム建
設，水没
水害，干害，堤防築造，水質
低下，取水難，分水
水害， I二宮，水不足，水質低
ド，出者，堤防築造，地下；j(
刈則，地盤沈ド，尚潮水省，
地選水害，防潮堤築造節，水，
揚水規制
注 1) 社会的地域の地）jは関東地）jといった地域。
2) 地球規模の降水阜の変動性も無視できないが，社会的に水に対応できないために問題が発生するこ
とが多い。水辺事業関係の諸問題の例。
3) )fl途li¥J，地域！日］の対立は卜.ilL ，・日；て‘先生し， rjr，上流へ波及するケースが多い。
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問題には， グローパノレ・レベルから，ある小地域のスポ
ットのレベノレの問題が，地域の大きさのレベノレに対応し
て存在する（表7)。グローパノレ・レベルではクローズド
・システムとして考えても，それ以下の各レベルではオ
ープン・システムとして考えられ，処置されているにす
ぎない。
ナショナノレ・レベルで、も，都市と農村の水問題をつら
ぬく一般法則については水の有限性，経済性などに共通
性が見出されるが，地域のシステムとの対応では，都市
と農村の利害の対立，社会的紛争が明らかであり，それ
ぞれを支配する原理的立場の相異を指摘せざるをえな
い。同じ都市であっても，産業中心の論理と人間中心の
論理の対立は，そのま L今日の水問題に投影されてい
る。
都市の水問題は，政治とくに地方政治の問題にも発展
する。これは水を支配する地域的法則に根拠があり，さ
れに水の経済性がからんでいる。水の経済性のゆえに，
水の政治学があるともいえるしそのために地域的法則
性が作用するといってもよし、。水管理はすぐれて意義の
深い行政課題であるが，水をめぐる行政施策には今のと
ころ哲学があるとはいえない。
この研究は，半谷高久が代表研究者としておこなった
水管理に関する諸問題の都市研究費による研究方法論の
整理に関する報告である。協力者であった門村浩が北海
道大学に転出したため，松田磐余，新井邦夫の協力によ
ってまとめた。
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